
委託契約書 

 

滋賀県知事 三日月 大造（以下「甲」という。）と●●（以下「乙」という。）とは、次

のとおり委託契約を締結する。 

 

（委託業務） 

第１条 甲は乙に対し、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 158条第１項の規定

に基づき、次の業務（以下「委託業務」という。）を委託し、乙は、これを受託する。 

（１）委託業務の名称 

安土城考古博物館第一期展示リニューアルに係る歳入確保業務 

（２）委託業務の内容 

「安土城考古博物館第一期展示リニューアルに係る歳入確保業務仕様書」（以下

「仕様書」という。）による。 

（３）委託期間 

契約締結の日から令和７年３月１７日までとする。 

（４）委託料 

寄附金募集目標額１４，０００，０００円に対する委託料を●●円（消費税および

地方消費税を含む。）とし、募集締切時の寄附金総額が寄附金募集目標額と異なる場

合は、●●円を１４，０００，０００円で除して得た割合を募集締切時の寄附金総額

に乗じた金額（１円未満切り捨て）を委託料（消費税および地方消費税を含む。）と

する。なお、募集締切時の寄附金総額が寄附金募集目標額に満たない場合は、委託料

の精算に当たり変更契約書の作成は省略するものとする。 

 

（委託業務の遂行） 

第２条 乙は、委託業務を仕様書に従って実施しなければならない。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第３条 乙は、本契約から生ずる権利義務を第三者に譲渡し、承継し、または担保に供する

ことができない。ただし、あらかじめ書面により甲の承認を得た場合は、この限りでない。 

 

（再委託等の禁止） 

第４条 乙は、委託業務の全部または一部を第三者に委託し、または請け負わせてはならな

い。ただし、乙は、あらかじめ甲に対して書面により申請を行い、承認を受けた場合は、

委託業務の一部を第三者に委託し、または請け負わせること（以下「再委託」という。）

ができる。 

２ 甲は乙に対して、再委託を承認した場合は、履行状況の把握ならびに監督および検査に

必要な事項の報告書の提出を請求することができる。 

３ 再委託を行う場合において、これに伴う第三者の行為については、その責任は乙が負う

ものとする。 



（進捗状況等の報告） 

第５条 乙は、甲から委託業務の進捗状況および実績時間等について報告を求められた場

合には、甲が指示する方法、時期および内容等により、これを報告しなければならない。 

 

（委託業務の内容変更等） 

第６条 甲は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更し、または委託業務を一時中止

することができる。この場合において、委託料または委託期間を変更する必要があるとき

は、甲乙協議して書面によりこれを決定する。 

２ 前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲はその損害を賠償しなければならな

い。 

３ 前項の賠償額は、甲乙協議して定める。 

 

（損害のために必要を生じた経費の負担） 

第７条 委託業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害も含む。）のために必

要を生じた経費は、乙が負担するものとする。ただし、その損害が甲の責めに帰する事由

による場合においては、その損害のために必要を生じた経費は、甲が負担するものとする。 

 

（履行期間の延長） 

第８条 乙は、履行期間内に委託業務を完了することができない事由が生じた場合は、速や

かにその旨を甲に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告があった場合において、その事由が乙の責めに帰することがで

きないときは、甲は、相当と認める日数の履行期間の延長を認めるものとする。 

 

（履行遅滞の違約金） 

第９条 前条の規定による報告があった場合において、その事由が乙の責めに帰すべきも

ので、履行期間後に完了する見込みがあると認めるときは、甲は違約金を付して履行期間

を延長することができる。 

２ 前項の違約金は、確定委託料に対して履行期間の翌日から履行した日までの日数に応

じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24年法律第 256号）第８条第１項の

規定により財務大臣が決定した率を乗じて計算した金額とする。 

 

（寄附金の管理） 

第 10条 乙は、収納した寄附金について、その経理状況を明らかにし、善良なる管理者の

注意をもって保管の安全を図らなければならない。 

 

（寄附金の払込） 

第 11条 乙は、募集開始日から募集締切日までに受付を行った寄附金について、別記様式

による収納事務受託計算書および支援者に係る情報（寄附金額、住所、氏名、電話番号、

電子メールアドレス等）を整理した寄附計算書を作成し、募集締切日の翌日から 15日以

内に、甲へ提出するとともに、委託者が指定する金融機関の口座へ払い込むものとし、そ



の際の振込手数料は受託者の負担とする。なお、当該寄附計算書の書式は、双方協議の上、

決定する。 

 

（検査） 

第 12条 乙は、委託業務を完了したときは、完了した翌日から起算して 30日以内に、仕様

書に定める委託内容に基づく業務実施報告書を作成し、甲へ提出しなければならない。 

２ 甲は、前項の業務実施報告書を受理したときは、その日から 10日以内に検査を行わな

ければならない。 

３ 前項の検査の結果、不合格となり、補正を命じられたときは、乙は遅滞なく当該補正を

行い、甲に補正完了の届けを提出して再検査を受けなければならない。この場合、再検査

の期日については前項を準用する。 

 

（委託料の請求および支払） 

第 13条 乙は、前条に規定する検査に合格したときは、甲に対して、委託料の支払を請求

するものとする。 

２ 甲は、乙から前項の請求書を受理したときは、その日から起算して 30日以内に支払う

ものとする。 

３ 甲の責めに帰すべき事由により前項の規定による委託料の支払が遅れた場合には、乙

は甲に対して前項の支払期限の日の翌日現在における政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律第８条第１項の規定により財務大臣が決定した率による遅滞利息の支払を請求す

ることができる。 

４ 前金払および部分払は、これを行わない。 

 

（秘密の保持） 

第 14条 甲および乙は、相手方から秘密と指定された事項（ただし、公知の情報、公知と

なった情報、情報の受領者が既に知っていた情報、または第三者から取得した情報を除

く。）および委託業務の履行に際し知り得た秘密（以下「秘密情報」という。）を相手方の

事前の承諾なくして、第三者に開示し、漏えいし、または本契約以外の目的で利用しては

ならない。ただし、法令による場合、または裁判所もしくは政府機関その他公的機関によ

る命令、要求もしくは要請がある場合は、当該命令等に従うために必要な限度において当

該情報を開示することができる。この事項については、契約期間の終了後も同様とする。 

 

（個人情報の保護） 

第 15条 乙は、委託業務を履行するに当たり個人情報を取り扱う場合は、滋賀県個人情報

保護条例（平成７年滋賀県条例第８号）の規定の遵守に関し、必要な措置を講ずるほか、

別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（甲の解除権） 

第 16条 甲は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、この契約を解除すること

ができるものとする。 



（１）乙が、正当な理由がなく、委託業務に着手しないとき。 

（２）乙が委託業務を完了する見込みがないと明らかに認められるとき。 

（３）乙またはその代理人もしくは使用人が正当な理由がなく、甲の検査の実施を妨げたと

き。 

（４）前各号に定めるもののほか、乙がこの契約に基づく義務を履行せず、その是正を求め

る通知を受領後 15日以内にこれを是正しないとき。 

（５）乙、乙の役員等（乙の代表者もしくは役員またはこれらの者から県との取引上の一切

の権限を委任された代理人をいう。）または乙の経営に実質的に関与している者が次

のいずれかに該当するとき。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号。以下

「法」という。）第 2条第 2号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）であると

認められるとき。 

イ 法第 2条第 6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認めら

れるとき。 

ウ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与える

目的をもって、暴力団または暴力団員を利用していると認められるとき。 

エ 暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど、直接

的もしくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与していると認められる

とき。 

オ 暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

とき。 

カ アからオまでのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利

用するなどしていると認められるとき。 

２ 乙は、談合その他の入札不正行為により契約が解除されたときは、契約金額の 100分の

10に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に甲に支払わなければならない。 

 

（誓約書の提出） 

第 17条  乙は、滋賀県暴力団排除条例（平成 23年滋賀県条例第 13号）の趣旨に則り、前

条第１項第５号の規定に該当しないことの表明および確約のため、別紙の「誓約書」を契

約締結時に甲に提出するものとする。 

 

（不当介入があった場合の通報・報告義務） 

第 18 条 乙は、この契約の履行に当たり第 16 条第１項第５号アからカまでのいずれかに

該当すると認められる者による不当な介入を受けた場合は、直ちに警察に通報するとと

もに、速やかに甲に報告しなければならない。 

 

（危険負担） 

第 19条 成果物の引渡し前に生じた成果物もしくは提供資料または処理過程で発生した発

生品についての損害は、甲の責めに帰すべき場合を除き、乙の負担とする。 

２ 成果物の引渡し後に生じた成果物もしくは提供資料または処理過程で発生した発生品



についての損害は、乙の責めに帰すべき場合を除き、甲の負担とする。 

 

（契約外の事項） 

第 20条 この契約に定めのない事項、またはこの契約について疑義が生じた事項について

は、必要に応じて甲乙協議して定めるものとする。 

 

この契約の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保管するものと

する。 

 

   令和６年●月●日 

 

 

甲 滋賀県大津市京町四丁目１番１号 

滋賀県知事  三日月 大造 

 

 

                 乙  

                    

 

 

  



別記                                         

 個人情報取扱特記事項                              

 （個人情報の取扱い）                              

第１ 乙（受託者）は、この契約による個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害

することのないよう適正に行わなければならない。 

 （秘密の保持） 

第２ 乙（受託者）は、この委託業務の処理により知り得た個人情報の内容を第三者に漏らし

てはならない。                 

２ 前項に規定する義務は、契約終了後も有効に存続するものとする。  

  （安全確保の措置）                               

第３ 乙（受託者）は、この委託業務の処理を行うために甲（発注者）から引き渡された個人情

報を滅失、き損および改ざんしてはならない。乙（受託者）自らが当該業務を処理するために

取得した個人情報についても、同様とする。 

  （取得の制限）                             

第４ 乙（受託者）は、この委託業務の処理を行うために個人情報を取得するときは、受託業務

の目的の範囲内で適法かつ適正な方法により行わなければならない。           

  （目的外利用および提供の禁止）                              

第５  乙（受託者）は、この委託業務の処理を行うために個人情報を取り扱う場合には、個人情

報を他の用途に使用し、または第三者に提供してはならない。              

  （複写、複製の禁止）                              

第６ 乙（受託者）は、この委託業務の処理を行うために甲（発注者）から引き渡された個人情

報が記録された資料等を甲（発注者）の承諾なしに複写し、または複製してはならない。            

  （資料等の返還等）                               

第７ 乙（受託者）は、この委託業務の処理を行うために甲（発注者）から引き渡され、または

乙（受託者）自らが取得し、もしくは作成した個人情報が記録された資料等は、甲（発注者）

の指示に従い、委託業務完了後、速やかに返還または廃棄しなければならない。 

 （委託業務に従事する者への周知および監督） 

第８ 乙（受託者）は、この委託業務に従事している者に対し、この委託業務に関して知り得た

個人情報の内容を第三者に漏らし、または不当な目的に使用してはならないことその他個人

情報の保護に関し必要な事項を周知しなければならない。  

２ 乙（受託者）は、この委託業務の処理を行うために取り扱う個人情報の適切な管理が図ら

れるよう必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

 （調査および報告） 

第９ 甲（発注者）は、乙（受託者）がこの委託業務の処理に当たり行う個人情報の取扱いの状

況について、定期におよび必要に応じて随時に調査をすることができる。 

２ 乙（受託者）は、甲（発注者）の求めに応じて、前項の状況について、報告をしなければな

らない。 

 （指示）                       

第 10 甲（発注者）は、乙（受託者）がこの委託業務の処理に当たり行う個人情報の取扱いに



ついて、不適正と認めるときは、乙（受託者）に対して必要な指示を行うことができる。 

  （事故発生の報告）                               

第 11  乙（受託者）は、この委託業務の処理を行うために取り扱う個人情報の漏えい、滅失ま

たはき損等があった場合には、遅滞なくその状況を甲（発注者）に報告し、その指示に従わな

ければならない。 

 （契約解除および損害賠償） 

第 12  甲（発注者）は、乙（受託者）が「個人情報取扱特記事項」の内容に反していると認め

たときは、契約の解除または損害賠償の請求をすることができるものとする。 

（再委託の禁止）                               

第13 乙（受託者）は、個人情報を取り扱う業務は自ら行うものとし、第三者（第三者で

ある再委託先が委託先の子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項第３号に

規定する子会社をいう。）である場合も含む。以下同じ。）に委託し、または請け負わせ

てはならない。ただし、甲（発注者）の書面により事前に承諾を得た場合は、この限り

でない。 

２ 乙（受託者）は、甲（発注者）の承諾により第三者に個人情報を取り扱う業務を再委

託し、または請け負わせる場合は、甲（発注者）が乙（受託者）に求めた個人情報の適

切な管理のために必要な措置と同様の措置を第三者に求めなければならない。  

 

 

  



 

別紙 

誓    約    書 

 

私は、滋賀県が滋賀県暴力団排除条例の趣旨にのっとり、県の事務または事業から暴力団

員または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者を排除していることを承知した

うえで、下記の事項について誓約します。 

なお、滋賀県が必要と認める場合は、本誓約書を滋賀県警察本部に提供することに同意し

ます。 

 

記 

 

１ 私または自社もしくは自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以

下「法」という。) 第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(3) 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与える目

的をもって、暴力団または暴力団員を利用している者 

(4) 暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど、直接的

もしくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与している者 

(5) 暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(6) 上記(1)から(5)までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当

に利用するなどしている者 

 

２ １の(2)から(6)に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体ま

たは個人ではありません。 

 

令和６年  月  日 

 

（宛先） 

滋賀県知事  三日月 大造 

 

 

〔法人、団体にあっては事務所所在地〕 

住  所                           ＿ 

 

（ふりがな）〔法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名〕 

氏  名                                                印 

 

〔代表者の生年月日・性別〕 

生年月日 （明治・大正・昭和・平成） 年 月 日 性別（男・女） 

 


